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用勤労者賃金所得の下位 10%に対する上位 10%の賃金の比率は 2013 年に 4.7 倍と




















引き上げである。文在寅は大統領選挙において、時給 6,470 ウォン（約 630 円）であ
った最低賃金を、任期末の 2022 年までに 10,000 ウォンに引き上げることを公約に掲
げていた。政権発足後、最低賃金委員会は、2018 年の最低賃金を前年比 16.4%増の
時給 7,530 ウォンに決定した。過去数年間は 6-8%程度の引き上げであったことを考
えると、引き上げ幅は際立って大きかった。さらに、文在寅大統領は公正取引委員会





























さらに政府にとって衝撃的であったのが、2018 年 5 月 24 日に発表された 2018 年第
1 四半期の家計動向調査の結果であった。そこでは所得下位 20%（第 1 分位）と所得下
位 20-40%（第 2 分位）の所得が 2003 年の統計作成開始以降、最大幅の下落を示した。
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を注ぐこととなった 3。結局、洪長杓は同月 26 日に事実上更迭され、新たな経済主席
秘書官には経済官僚出身である 尹琮源
ユンジョンウォン
OECD 大使が任命された 4。 
 その後も就業者の伸びの鈍化は続き、前年比割れも現実味を帯びてきた。政府は
2019 年の最低賃金を前年比 10.9%増の 8,350 ウォンにすることを決定して所得主導






















確にしている。2018 年のGDP 成長率は 2.7%と前年よりも 0.4 ポイント下落したが、











































アピールできるとの声が出て、調査が継続されたという経緯があった。2018 年 8 月に
黄 秀 慶
ファンスギョン
統計庁長が就任からわずか 1 年 1 カ月で職を離れたが、一連の経緯の責任を取
らされて更迭されたとの見方が一般的である。 
                                                        
